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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第29期

第２四半期連結
累計期間

第30期
第２四半期連結
累計期間

第29期
第２四半期連結
会計期間

第30期
第２四半期連結
会計期間

第29期

会計期間

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成22年
     ４月１日
至  平成22年
     ９月30日

自  平成21年
     ７月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成22年
     ７月１日
至  平成22年
     ９月30日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成22年
     ３月31日

売上高 (千円) 2,188,6612,332,6751,191,2451,277,9704,481,455

経常利益 (千円) 394,229 428,365 294,032 322,346 872,751

四半期(当期)純利益 (千円) 198,705 222,453 162,473 183,197 432,553

純資産額 (千円) ― ― 4,229,6604,568,1064,484,263

総資産額 (千円) ― ― 4,924,0745,388,4665,260,375

１株当たり純資産額 (円) ― ― 942.94 1,018.41 999.70

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 44.30 49.59 36.22 40.84 96.43

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 85.9 84.8 85.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 239,433 287,341 ― ― 620,996

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △20,067 △54,201 ― ― △68,569

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △141,568△125,140 ― ― △105,739

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,256,0642,732,9532,624,953

従業員数 (名) ― ― 242 255 239

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 255〔360〕

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は〔〕内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を(外書)で記載してい
ます。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 169〔327〕

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は〔〕内に当第２四半期会計期間の平均人員を(外書)で記載しています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

教育事業 743,877 －

スポーツ事業 451,353 －

飲食事業 67,064 －

その他 15,674 －

合計 1,277,970 －

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績につきましては、売上高の10％以上を占める主要顧客はありませんので記載を省略し

ております。

　　 ３  セグメント間取引については、相殺消去しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

　

(１)経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間は、一時の急激な悪化から景況は改善されたものの、失業率の上昇や為替

動向に左右される不安定な状況の中で推移しました。

学習塾業界におきましても、政権交代による政策により来期の収支改善の期待があるものの、収支状

況が悪化する学習塾が散見されております。

こうしたなか、当社におきましては、学習塾の社内基準に基づく閉鎖・統合の一巡と、学育教室の開設

や理科実験授業及び野外体験授業などの新たな教育サービスの提供、失業率の上昇を逆手に取った中途

採用の積極化等、様々な対策に取り組んでまいりました。

この結果、当第２四半期連結会計期間の連結売上高12億77百万円(前年同四半期比86百万円増)となり

ました。

利益面につきましては、連結営業利益３億19百万円(前年同四半期比28百万円増)、連結経常利益３億

22百万円(前年同四半期比28百万円増)、連結第２四半期純利益１億83百万円(前年同四半期比20百万円

増)となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
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(教育事業)

子会社である株式会社螢雪ゼミナールを含む当第２四半期連結会計期間の平均生徒数は7,789名とな

りました。

この結果、売上高は７億43百万円となり、セグメント利益は１億95百万円となりました。

(スポーツ事業)

一方、スポーツ事業につきましては、当第２四半期連結会計期間の平均生徒数は23,668名となり、売上

高４億51百万円、セグメント利益は１億37百万円となりました。

(飲食事業)

添加物・保存料を使用しない弁当の宅配事業を展開しており、当第２四半期連結会計期間の売上高は

67百万円、セグメント損失は６百万円となりました。

(その他)

「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、化粧品販売事業・金属加

工事業・バスケット教室事業及び農業事業を含んでおります。当第２四半期連結会計期間の売上高は15

百万円、セグメント損失は６百万円となりました。

　

(２)財政状態の分析

(流動資産)

当第２四半期連結会計期間末における流動資産合計は40億36百万円(前連結会計年度末比４億25百万

円増)となりました。

　これは主に、現金及び預金が１億７百万円増加したことと、国債３億円の償還日が１年以内に迫り、固

定資産から流動資産に振替したことによるものであります。

(固定資産)

当第２四半期連結会計期間末における固定資産合計は13億52百万円(前連結会計年度末比２億97百万

円減)となりました。

　これは主に、国債３億円の償還日が１年以内に迫り、固定資産から流動資産に振替したことによるもの

であります。

(流動負債)

当第２四半期連結会計期間末における流動負債合計は７億60百万円(前連結会計年度末比19百万円

増)となりました。

　これは主に、未払法人税等が23百万円増加したことによるものであります。

(固定負債)

当第２四半期連結会計期間末における固定負債合計は60百万円(前連結会計年度末比24百万円増)と

なりました。

　これは主に、資産除去債務を12百万円計上したことと退職給付引当金が11百万円増加したことによる

ものであります。

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は45億68百万円(前連結会計年度末比83百万円増)

となりました。

　これは主に、利益剰余金が87百万円増加したことによるものであります。
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(３)キュッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前年同四半期に

比べ４億76百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末は27億32百万円となりました。

(営業活動におけるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は１億12百万円(前年同四半期比15百

万円増加)となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純利益が３億18百万円(前年同四半期２億91百万円)あったことによ

るものであります。

(投資活動におけるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は12百万円(前年同四半期比０百万円

の支出増加)となりました。

これは主に、貸付による支出が６百万円（前年同四半期比１百万円の支出増加）あったことによるも

のであります。

(財務活動におけるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は50百万円(前年同四半期比43百万円

の支出減少)となりました。

これは主に、短期借入金の減少額が50百万円(前年同四半期比40百万円の支出減少)あったことによる

ものであります。

　

(４)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(５)研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,896,000

計 10,896,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,536,000 4,536,000
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）
単元株式数は100株であります。

計 4,536,000 4,536,000― ―

　(注)大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場とともに、

新たに開設された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証券取引所Ｊ

ＡＳＤＡＱ(スタンダード)であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年９月30日 ─ 4,536 ─ 212,700 ─ 29,700

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社平和堂 名古屋市千種区今池五丁目５－６ 1,000 22.05

井上憲氏 名古屋市中区 504 11.13

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED
STOCK FUND
(常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

40 WATER STREET,BOSTON MA 02109 U.S.A.
 
(東京都千代田区丸の内二丁目７－１)
 

328 7.23

山下隆弘 愛知県愛知郡長久手町 267 5.89

磯村紀美 名古屋市東区 146 3.23

井上信氏 名古屋市千種区 145 3.21

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町八丁目26番地 140 3.10

井上正憲 名古屋市千種区 135 2.99

竹田和平 名古屋市天白区 130 2.87

MELLON　BANK,　N.A.　TREATY
CLIENT OMNIBUS
(常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

ONE MELLON BANK CENTER, PITTSBURGH,
PENNSYLVANIA
(東京都千代田区丸の内二丁目７－１)　
 

125 2.76

計 ― 2,923 64.45
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　50,400

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
　普通株式

44,852 同上
4,485,200

単元未満株式 400 ─ ─

発行済株式総数 4,536,000― ―

総株主の議決権 ― 44,852 ―

　

　

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社クリップ
コーポレーション

愛知県名古屋市千種区内
山三丁目18-10

50,400 ─ 50,400 1.11

計 ― 50,400 ─ 50,400 1.11

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 734 704 730 705 704 710

最低(円) 696 638 651 662 676 690

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであります。

なお、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)は、同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場とともに、新たに開設され

た同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、平成22年10月12日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)

に上場となっております。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,485,461 3,377,461

受取手形及び売掛金 37,510 27,941

有価証券 300,068 －

商品及び製品 99,039 84,002

原材料及び貯蔵品 9,095 12,513

その他 105,144 109,070

貸倒引当金 △39 △39

流動資産合計 4,036,279 3,610,950

固定資産

有形固定資産 ※
 256,163

※
 254,493

無形固定資産 21,779 22,010

投資その他の資産

投資有価証券 443,415 781,304

その他 630,829 591,616

投資その他の資産合計 1,074,244 1,372,921

固定資産合計 1,352,187 1,649,425

資産合計 5,388,466 5,260,375

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 27,338 19,599

短期借入金 250,000 240,000

未払法人税等 168,836 145,616

賞与引当金 94,381 77,576

その他 219,720 257,611

流動負債合計 760,275 740,404

固定負債

退職給付引当金 36,108 24,746

資産除去債務 12,940 －

その他 11,034 10,961

固定負債合計 60,084 35,708

負債合計 820,359 776,112
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 212,700 212,700

資本剰余金 29,700 29,700

利益剰余金 4,381,047 4,293,162

自己株式 △37,030 △36,976

株主資本合計 4,586,417 4,498,586

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △18,310 △14,323

評価・換算差額等合計 △18,310 △14,323

純資産合計 4,568,106 4,484,263

負債純資産合計 5,388,466 5,260,375
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 2,188,661 2,332,675

売上原価 1,179,000 1,328,684

売上総利益 1,009,660 1,003,991

販売費及び一般管理費 ※
 621,831

※
 582,238

営業利益 387,828 421,752

営業外収益

受取利息 5,662 5,240

受取配当金 1,108 1,142

その他 1,795 2,696

営業外収益合計 8,566 9,079

営業外費用

支払利息 1,999 2,065

その他 166 402

営業外費用合計 2,166 2,467

経常利益 394,229 428,365

特別利益

固定資産売却益 － 226

受取和解金 1,154 －

特別利益合計 1,154 226

特別損失

固定資産除却損 2,200 1,135

投資有価証券評価損 28,451 31,190

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9,763

特別損失合計 30,651 42,089

税金等調整前四半期純利益 364,731 386,502

法人税等 166,026 164,048

少数株主損益調整前四半期純利益 － 222,453

四半期純利益 198,705 222,453
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 1,191,245 1,277,970

売上原価 602,100 675,420

売上総利益 589,144 602,550

販売費及び一般管理費 ※
 297,595

※
 282,720

営業利益 291,549 319,829

営業外収益

受取利息 3,046 2,866

受取配当金 2 2

その他 503 808

営業外収益合計 3,552 3,676

営業外費用

支払利息 1,043 958

その他 25 200

営業外費用合計 1,069 1,159

経常利益 294,032 322,346

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 26,771 27,533

特別利益合計 26,771 27,533

特別損失

固定資産除却損 674 524

投資有価証券評価損 28,451 31,190

特別損失合計 29,125 31,714

税金等調整前四半期純利益 291,677 318,165

法人税等 129,204 134,967

少数株主損益調整前四半期純利益 － 183,197

四半期純利益 162,473 183,197
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 364,731 386,502

減価償却費 13,698 15,478

のれん償却額 27,787 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 12,618 16,805

貸倒引当金の増減額（△は減少） △32 －

受取利息及び受取配当金 △6,770 △6,383

支払利息 1,999 2,065

投資有価証券評価損益（△は益） 28,451 31,190

有形固定資産売却損益（△は益） － △226

固定資産除却損 2,200 1,135

和解金 △1,154 －

売上債権の増減額（△は増加） △12,904 △9,568

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,629 △11,618

仕入債務の増減額（△は減少） 8,343 7,738

前受金の増減額（△は減少） △30,310 △31,353

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,514 3,558

預り保証金の増減額（△は減少） 200 600

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,813 11,361

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9,763

その他 3,341 △4,325

小計 408,271 422,722

利息及び配当金の受取額 5,621 5,878

利息の支払額 △1,964 △2,038

和解金の受取額 1,154 －

法人税等の支払額 △173,648 △139,220

営業活動によるキャッシュ・フロー 239,433 287,341

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △79,900 △79,900

定期預金の払戻による収入 79,900 79,900

有形固定資産の取得による支出 △2,956 △9,605

有形固定資産の売却による収入 － 1,000

投資その他の資産の増減額（△は増加） △13,583 △21,461

貸付けによる支出 △5,000 △26,500

貸付金の回収による収入 1,473 2,366

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,067 △54,201
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 10,000

長期借入金の返済による支出 △7,000 －

リース債務の返済による支出 － △518

自己株式の取得による支出 － △54

配当金の支払額 △134,568 △134,568

財務活動によるキャッシュ・フロー △141,568 △125,140

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 77,798 107,999

現金及び現金同等物の期首残高 2,178,266 2,624,953

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,256,064

※
 2,732,953
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益は、それぞれ310千円減少し、税金等調整前四半期

純利益は、10,074千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は12,851千

円であります。

 

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

税金費用の計算

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社クリップコーポレーション(E05011)

四半期報告書

19/32



　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額は、291,359千円

   であります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、285,720千円

  であります。

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

広告宣伝費 93,145千円 広告宣伝費 86,199千円

給与手当 94,446千円 給与手当 96,204千円

賞与引当金繰入額 28,486千円 賞与引当金繰入額 28,416千円

減価償却費 6,695千円 減価償却費 5,451千円

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
  至  平成22年９月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

広告宣伝費 37,788千円 広告宣伝費 33,306千円

給与手当 47,235千円 給与手当 48,410千円

賞与引当金繰入額 14,770千円 賞与引当金繰入額 14,700千円

減価償却費 4,393千円 減価償却費 2,856千円

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,008,571千円

預入期間が３か月超の定期預金 △752,506千円

現金及び現金同等物 2,256,064千円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,485,461千円

預入期間が３か月超の定期預金 △752,507千円

現金及び現金同等物 2,732,953千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年９月30日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,536,000

　
２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 50,478

　
３　新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日
定時株主総会

普通株式 134 30平成22年３月31日平成22年６月25日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
　教育事業
(千円)

スポーツ事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

686,013452,82052,4111,191,245 ― 1,191,245

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ―

計 686,013452,82052,4111,191,245 ─ 1,191,245

営業利益又は営業損失(△) 164,401139,387△12,240291,549 ─ 291,549

(注)  １　事業区分は、事業内容によって区分しております。

２　各事業区分に属する主要な製品の区分

 (1)教育事業…小・中学生及び高校生を対象とした学習塾

 (2)スポーツ事業…幼児・小学生を対象としたサッカー教室

 (3)その他の事業…弁当の宅配事業、化粧品販売

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
　教育事業
(千円)

スポーツ事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

1,212,761875,756100,1432,188,661 ― 2,188,661

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─ ―

計 1,212,761875,756100,1432,188,661 ─ 2,188,661

営業利益又は営業損失(△) 179,578227,389△19,139387,828 ─ 387,828

(注)  １　事業区分は、事業内容によって区分しております。

２　各事業区分に属する主要な製品の区分

 (1)教育事業…小・中学生及び高校生を対象とした学習塾

 (2)スポーツ事業…幼児・小学生を対象としたサッカー教室

 (3)その他の事業…弁当の宅配事業、化粧品販売
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありませんので、記載を省略して
おります。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありませんので、記載を省略して
おります。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　海外売上高はありませんので、記載を省略しております。
　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　海外売上高はありませんので、記載を省略しております。
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【セグメント情報】

　（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　　　１. 報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象

となっているものであります。

　当社グループは、商品・サービス別に事業部及び連結子会社を置き、各事業部及び連結子会社は取り

扱う商品・サービスについて戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　従って、当社グループは事業部及び連結子会社を基礎とした商品・サービス別事業セグメントから構

成されており、事業活動の内容及び経営環境に関して適切な情報を提供するため、経済的特徴及び商品

・サービス等の要素が概ね類似する複数の事業セグメントを集約し、「教育事業」、「スポーツ事業」

及び「飲食事業」の３つを報告セグメントとしております。

　「教育事業」は、小・中学生及び高校生を対象とした学習塾を行っております。「スポーツ事業」は、

幼児・小学生を対象としたサッカー教室を行っております。「飲食事業」は、弁当の宅配事業を行って

おります。

　

　　　２. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　

報告セグメント その他
(注)1
(千円)

合計
調整額
(注)2
(千円)

四半期連結損益

計算書計上額

(注)3

(千円)

教育事業　　(千
円)

スポーツ事業

(千円)

飲食事業
(千円)

計
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客に
対する売上高

1,305,013871,257128,2072,304,47828,1972,332,675─ 2,332,675

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

─ ─ ─ ─ 168 168 △168 ─

計 1,305,013871,257128,2072,304,47828,3652,332,843△168 2,332,675

セグメント利
益 又 は 損 失
（△)

226,020227,475△17,435436,061△14,308421,752─ 421,752

(注)1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、化粧品販売事業・金属加工事業・バ

スケット教室事業及び農業事業を含んでおります。

    2.調整額はセグメント間取引の消去であります。

　　3.セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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当第２四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

　

報告セグメント その他
(注)1
(千円)

合計
調整額
(注)2
(千円)

四半期連結損益

計算書計上額

(注)3

(千円)

教育事業　　(千
円)

スポーツ事業

(千円)

飲食事業
(千円)

計
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客に
対する売上高

743,877451,35367,0641,262,29515,6741,277,970─ 1,277,970

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

─ ─ ─ ─ 168 168 △168 ─

計 743,877451,35367,0641,262,29515,8431,278,138△168 1,277,970

セグメント利
益 又 は 損 失
（△)

195,079137,207△6,059326,227△6,398319,829─ 319,829

(注)1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、化粧品販売事業・金属加工事業・バ

スケット教室事業及び農業事業を含んでおります。

    2.調整額はセグメント間取引の消去であります。

　　3.セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい
変動はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 1,018.41円
　

　 　

　 999.70円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 4,568,106 4,484,263

普通株式に係る純資産額(千円) 4,568,106 4,484,263

差額の主な内訳(千円) ─ ─

普通株式の発行済株式数(千株) 4,536 4,536

普通株式の自己株式数(千株) 50 50

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

4,485 4,485

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 44.30円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─円
　

１株当たり四半期純利益金額 49.59円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─円
　

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 198,705 222,453

普通株式に係る四半期純利益(千円) 198,705 222,453

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,485 4,485
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 36.22円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─円
　

１株当たり四半期純利益金額 40.84円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─円
　

(注)  １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 162,473 183,197

普通株式に係る四半期純利益(千円) 162,473 183,197

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,485 4,485

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月４日

株式会社クリップコーポレーション

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    水    上    亮 比 呂    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    原    井    武    志    印

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社クリップコーポレーションの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期

連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１

日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クリップコーポレーション及び連結

子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月８日

株式会社クリップコーポレーション

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    水    上    亮 比 呂   印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    原    井    武    志   印

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社クリップコーポレーションの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期

連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１

日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クリップコーポレーション及び連結

子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

株式会社クリップコーポレーション(E05011)

四半期報告書

32/32


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	継続企業の前提に関する事項
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

